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ごみ清掃工場への搬入資格者の自治体判断の実施実態の把握と改善策の提案 

                               金谷研究室  1212015  姜文俏 

 

１．背景・論点 

 NHK の調査によると，日本全国のすべての自治体

を調査した結果，引き取り手がなく，孤立死した人

は，平成 20 年度だけ 3 万 2 千人に上ると分かった．

今後の人口推計でも，高齢者単身世帯の増加が予想

されている 1)．このような高齢化社会の進化，また，

社会的弱者への配慮，引っ越しなどの影響を受けて，

ごみ排出者本人以外の別居家族などによる搬入もで

きるようにしてほしいという要求がある．しかし，

ごみ清掃工場への搬入資格者は，誰でもいいとなる

と，市外のごみが入る，無許可業者の搬入などの問

題が起こる恐れがある．したがって，ごみ清掃工場

への搬入資格者は，本人以外の拡大をする必要があ

るが，上記のような問題を防ぐための対策の実施が

必要となる． 

 一方で，平成26年1月28日の最高裁判決は，「廃

棄物処理法において，一般廃棄物処理業は専ら自由

競争に委ねられるべき性格の事業とは位置付けられ

ていないものといえる」としており2)，引越業者な

どに無制限に一般廃棄物収集運搬の許可を出すこと

ができず，出すとすれば限定的な許可となる． 

 清掃工場における搬入規制に関する先行研究とし

て，清水が他自治体のごみ混入への対策としては，

「搬入物検査」による対策が最も高く，「排出者情

報について聞き取り」，「市の指定ごみ袋の使用」

なども多く実施されていることを明らかにしている
3)．しかし，家庭ごみに対して，ごみ清掃工場への

搬入資格者の実施実態に関する研究はない． 

 

２．研究の目的・意義 

 本研究では，ごみ清掃工場への搬入資格者の自治

体判断の実施実態を把握することを目的 1 とし，ご

み清掃工場への搬入する際の問題を防ぐために，今

後の改善策を提案することを目的 2 とする． 

本研究の意義は，高齢者のみ世帯の増加や引っ越

しごみや遺品整理など一時多量排出ごみへの対応の

ため，ごみ清掃工場への搬入資格者を考えなおす自

治体にとって参考となることである．また，ごみ清

掃工場への搬入する際の問題を防ぐために，自治体

にとって参考にもなると考える． 

 

３．研究方法 

 本研究の目的を次のような方法で達成する． 

(1)各都道府県の HP を見て，自治体の現状の概略を

把握する． 

(2)近くの市の廃棄物担当者にヒアリングを行う． 

(3)各自治体のごみ清掃工場への搬入資格者の自治

体判断の実施実態を把握するために，全国各市 789

市の自治体と東京 23 区への予備アンケート調査を

行う． 

(4)(3)の予備アンケート調査結果から明らかになっ

た，ごみ清掃工場への搬入資格者の自治体判断の実

施実態に関して，さらに，詳しく把握するために，

全国各市 789 市への本アンケート調査を行う(表 1)． 

(4)正確なデータが得られなかった点，不明な点など

を中心に，ごみ清掃工場への搬入に伴う課題（A～I）

への対策への実施可能性認識についての追加アンケ

ート調査を行う(表 2 と表 3)． 

 

表 1 本アンケート調査質問項目(一部抜粋) 

項目区分 質問項目

搬入資格者 搬入資格者の自治体判断

ごみ清掃へ搬入する前の手続き

現場での確認方法

ごみ清掃工場の受付時間

ごみ清掃工場への搬入における課題の有無

ごみ清掃工場への搬入における課題の内容

ごみ清掃工場への搬入における課題の対策

対策の効果

限定許可を出しているかどうか

限定許可の対象品目と選定理由

搬入手続きについて

ごみ清掃工場への搬
入に伴う問題点につ

いて

限定許可について
 

 

表 2 追加アンケート調査質問項目(その一部抜粋) 

課題A 他市のごみが搬入されている

課題B 家庭系一般廃棄物の中に事業系一般廃棄物が混入していること

課題C 無許可事業者の搬入

課題D 家庭系廃棄物と偽った事業系廃棄物の搬入

課題E 不適物（市の搬入基準を満たしていないもの）の搬入がある（再生可能な紙ごみ等）

課題F きちんと分別がされておらず，再利用可能な資源がごみの中に含まれている

課題G 処理できないごみも持ち込まれる

課題H 虚偽の申告（業者が個人名を騙る等）であろうと思われる搬入が少なからずある

課題I 産業廃棄物が搬入されている

定期的にごみの展開検査の実施

搬入者の身分証明書の提示

排出場所の確認（事後調査・追跡調査）

搬入前事前手続きの導入

ごみ展開検査機の導入

受け入れ許可品目の明確化及び規制の強化

家庭系ごみへの処理手数料の導入

処理手数料の値上げ

1日あたりの搬入量に制限を設けている

指定袋の使用

市のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報している

対策

質問項目

 

 

表 3  追加アンケート調査質問項目(その一部抜粋) 

問 質問項目
選択
番号

選択肢一覧

1 ある

2 なし

1 過去にそのような課題があった

2 現在そのような課題がある

3 これから先そのような課題が想定される

4 その他

1 はい

2 いいえ

3 その他

a すぐに実施可能

b 準備期間があれば実施可能

c 実施は困難

d すでに実施済みであり、改善・解決がみられた

e すでに実施済みであるが、改善・解決はみられていない

f  その他

問3
貴市では，これらの対策例で
問題を解決できるかどうか

問4
貴市では，これらの対策例は

実施可能であるかどうか

問1
このような課題が貴市にある

かどうか

問2
その課題はどの時期に確認さ

れたか
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４．結果及び考察 

(1)ごみ清掃工場への搬入資格者の自治体判断の実

施実態について(目的 1) 

1)ごみ清掃工場への搬入資格者の自治体判断の有無 

 本アンケート調査において返信のあった 343 市の

うち，廃棄物処理法で規定される「ごみ排出者」，「許

可業者」以外でも，「ごみ排出者別居家族」や「ごみ

排出者が同席であれば，運転手はだれでもいい」と

回答した自治体が各 50%以上あり，多くの市は，搬

入資格者を厳しく制限していないことがわかる．  

2)ごみ清掃工場へ搬入する前の手続き・確認内容に

ついて 

 本アンケート調査において返信のあった 343 市の

うち，「搬入事前手続きは実施している」と回答し

た市が 157 市あり，全体の 46%を占めている．一方

で，「搬入事前手続きは実施していない」と回答し

た市が 186 市あり，全体の 54%を占めており半数を

超えている．また，搬入事前手続きをしている 157

市のうち，「搬入申告書などの書類のみを使って搬

入事前手続きを実施している」と回答した市が 88

市ある．        

 「搬入事前手続きをしている」と回答した 157 市

のうち，手続きの際の申告内容・確認事項について，

表 3 に示す．表 3 から，「廃棄物運搬車(自己搬入者)

の氏名・車両番号等の情報」，「廃棄物の内容」，

「ごみの発生場所」，「廃棄物の搬入日時」と回答

した市は全て 94 市以上であり，全体の 60%以上を

占めており半数を超えている．  

 

表 4 手続きの際の申告内容・確認事項(n=157) 

手続きの際の申告内容・確認事項 回答市数（複数回答可） 回答率

廃棄物運搬車(自己搬入者)の氏名・車両番号等の情報 112 71%

廃棄物の内容物（重量や種類） 110 70%

ごみの発生場所 103 66%

廃棄物の搬入日時 94 60%

その他　 24 15%  

 

搬入窓口においての確認事項について，表 4に示

す．表 4 から，「搬入物に関する聞き取り調査」と回答

した市は 240市あり，全体の 70%を占めていること．  

 

表 5 搬入窓口においての確認事項(n=343) 

搬入窓口においての確認事項 回答市数（複数回答可） 回答率

搬入物に関する聞き取り調査（口頭質問） 240 70%

車両番号の確認 152 44%

免許証等の身分証明書の確認 117 34%

搬入許可証等の書類確認 93 27%

その他 92 27%  

 

3）限定許可について 

 追加アンケート調査において返信のあった 144 市

のうち，限定許可を出していたのは 86 市あり，全体

の 60%を占めており半数を超えている．限定許可を

出していないと回答したのは 55 市あり，全体の 38%

を占めている．この結果から，半分以上の自治体で，

何らかの品目に限定許可を出していることがわかっ

た． 

 限定許可の対象品目について，表 6 に示す．表 6

から，特定家電品のみ限定許可を出していたのは 17

市あり，全体の 21%を占めている．食品残渣のみ限

定許可を出していたのは 14 市あり，全体の 18%を

占めている．この結果から，特定な品目のみを限定

している市は少なく，多くの市は，2 つ以上の品目

の組み合わせで限定許可を出していることがわかる．

なお，「その他」には，多くの組み合わせ，「車道

清掃」，「廃食用油」，「胎盤」，「海産物残渣」，

「医療系廃棄物」，「紙おむつ」などが含まれてい

る． 

  

表 6  限定許可の対象品目（n=80） 

限定品目
回答市数（複数

回答可）
回答率

特定家電品 17 21%

食品残渣 14 18%

実験動物死体及びその汚物 13 16%

引っ越しに伴う一時多量排出ごみ 11 14%

生ごみ 9 11%

木くず 8 10%

刈り草 7 9%

流木＋木くず 5 6%

魚腸骨 4 5%

建築物の解体に伴う残置物 3 4%

遺品整理などに伴う一時多量排出ごみ 2 3%

廃プラスチック  2 3%

木くず ＋刈り草 2 3%

引っ越しに伴う一時多量排出ごみ＋遺品整
理などに伴う一時多量排出ごみ

2 3%

流木  1 1%

その他 70 88%  

 

 また，限定許可の選定理由について，表 7 に示す．

表 7 から，「再資源化推進」と回答した市が最も多

く 34 市あり，全体の 68%を占めている．次いで，「市

の収集が困難」と回答した市が 22 市あり，全体の

44％を占めている． なお，「その他」には，「市民の

要望があった」，「高齢化に伴い，遺品整理業のニー

ズが高まってきたため」，「直営事業で不足する分を

補うため」などが含まれる．これらのことから，市

民のニーズに応じ，限定許可が必要となっているの

ではないかと考えられる． 

 

表 7 限定許可の選定理由（n=50） 

限定理由 回答市数 回答率

再資源化推進 34 68%

市の収集が困難 22 44%

市の処理施設で受入できない 9 18%

特定家庭用機器再商品化法改正により排出量の増加 5 10%

既存の許可業者へ委託することが困難 3 6%

収集作業の特殊性から既存の許可業者では対応が厳しい 3 6%

その他 21 42%  
 

 さらに，限定許可を出した時期について，最も多
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かった開始年度は「2010 年～2015 年」の間で 50 市

あり，全体の 65%を占めている．近年，限定許可が

必要となってくると言えるだろう． 

(2) ごみ清掃工場への搬入に伴う課題への対策の実

施可能性と解決性(目的 2) 

1) ごみ清掃工場への搬入に伴う課題と対策例の提

示 

課題に対する対策例の実施可能性かつ解決性につ

いて，表 8 に示す． 

なお，「実施可能性認識がある」の割合の算出方法

は以下の通りである．各課題および対策例について，

表 3 の問 4 で，「実施可能性認識がある」の割合＝

（a か b か d かを選択した市数）÷（a～f のどれか

を選択した市数｝×100 

 

表 8 「解決できて，実施できる」の割合 
市のホームページ
や、ごみの分別の
手引きを発行し広
報している

定期的にごみの展
開検査の実施

搬入者の身分証明
書の提示

受け入れ許可品
目の明確化及び
規制の強化

排出場所の確
認（事後調
査・追跡調
査）

搬入事前手
続きの導入

A 他市のごみが搬入されている 50% 56% 54% 17% 33% 40%

B
家庭系一般廃棄物の中に事業系一般
廃棄物が混入していること

60% 35% 8% 43% 29% 22%

C 無許可事業者の搬入 44% 15% 42% 14% 9% 18%

D
家庭系廃棄物と偽った事業系廃棄物
の搬入

50% 52% 20% 40% 38% 36%

E

不適物（市の搬入基準を満たしてい
ないもの）の搬入がある（再生可能
な紙ごみ等）

51% 57% 26% 21% 5% 14%

F

きちんと分別がされておらず、再利
用可能な資源がごみの中に含まれて
いる。

50% 52% 20% 30% 21% 26%

G 処理できないごみも持ち込まれる 58% 41% 13% 14% 10% 10%

H

虚偽の申告（業者が個人名を騙る
等）であろうと思われる搬入が少な
からずある。

57% 54% 20% 54% 38% 14%

I 産業廃棄物が搬入されている 50% 63% 17% 25% 35% 9%

ごみ展開検査機の
導入。

家庭系ごみへの処
理手数料の導入

処理手数料の値上
げ

１日あたりの搬
入量に制限を設
けている

指定袋の使用

A 他市のごみが搬入されている 15% 40% 35% 9% 24%

B
家庭系一般廃棄物の中に事業系一般
廃棄物が混入していること

18% 30% 30% 11% 10%

C 無許可事業者の搬入 0% 17% 17% 0% 33%

D
家庭系廃棄物と偽った事業系廃棄物
の搬入

14% 15% 25% 0% 27%

E

不適物（市の搬入基準を満たしてい
ないもの）の搬入がある（再生可能
な紙ごみ等）

23% 11% 13% 0% 11%

F

きちんと分別がされておらず、再利
用可能な資源がごみの中に含まれて
いる。

17% 12% 8% 0% 13%

G 処理できないごみも持ち込まれる 6% 8% 0% 0% 0%

H

虚偽の申告（業者が個人名を騙る
等）であろうと思われる搬入が少な
からずある。

21% 30% 36% 30% 9%

I 産業廃棄物が搬入されている 19% 14% 33% 0% 0%

課題

対策例

課題

対策例

 

  課題 A に対して，「解決できて，実施できる」の

割合が 50％以上であるのが「定期的にごみの展開検

査の実施」，「搬入者の身分証明書の提示」，「市

のホームページやごみの分別の手引きを発行し広報

している」である． 

  課題 B に対して，「解決できて，実施できる」の

割合が 50％以上であるのが「市のホームページやご

みの分別の手引きを発行し広報している」である． 

  課題 C に対して，「解決できて，実施できる」の

割合が 50％以上であるのがなかった．つまり，課題

C に対し，対策を実施しても，解決しにくいと言え

る． 

  課題 D に対して，「解決できて，実施できる」の

割合が 50％以上であるのが「定期的にごみの展開検

査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引

きを発行し広報している」である．   

  課題 E に対して，「解決できて，実施できる」の

割合が 50％以上であるのが「定期的にごみの展開検

査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手

引きを発行し広報している」である． 

  課題 F に対して，「解決できて，実施できる」の

割合が 50％以上であるのが「定期的にごみの展開検

査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手引

きを発行し広報している」である． 

  課題 G に対して，「解決できて，実施できる」の

割合が 50％以上であるのが「市のホームページやご

みの分別の手引きを発行し広報している」である． 

  課題 H に対して，「解決できて，実施できる」の

割合が 50％以上であるのが「定期的にごみの展開検

査の実施」，「受け入れ許可品目の明確化及び規制

の強化」，「市のホームページやごみの分別の手引

きを発行し広報している」である． 

  課題 I に対して，「解決できて，実施できる」の

割合が 50％以上であるのが「定期的にごみの展開検

査の実施」，「市のホームページやごみの分別の手

引きを発行し広報している」である． 



iv 

 「排出場所の確認」，「搬入事前手続きの導入」，

「家庭系ごみへの処理手数料の導入」，「ごみ展開

検査機の導入」，「処理手数料の値上げ」，「1 日

あたりの搬入量に制限を設けている」，「指定袋の

使用」の様な対策が実施できない理由は，人員不足，

コストの増加，時間の不足などが挙げられた． 

 

５．結論 

(1) ごみ清掃工場への搬入資格者の実施実態の把握

（目的 1） 

本アンケート調査において返信のあった 343 のう

ち，廃棄物処理法で規定される「ごみ排出者」，「許

可業者」以外でも，「ごみ排出者別居家族」や「ごみ

排出者が同席であれば，運転手はだれでもいい」と

回答した自治体が各 50%以上あり，多くの市は，搬

入資格者を本人限定という厳しく制限をしていない

ことがわかる．一方，「ごみ排出者本人」，「許可業者」

だけ回答した市が少ない．したがって，本人への拡

大が実際広がっていると言える． 

本アンケート調査において返信のあった 343 市の

うち，「搬入事前手続きは実施している」と回答した

市が 157 市あり，全体の 46%を占めている．一方で，

「搬入事前手続きは実施していない」と回答した市

が 186 市あり，全体の 54%を占めており半数を超え

ている．  

追加アンケート調査において返信のあった 144 市

のうち，限定許可を出していたのは 86 市あり，全体

の 60%を占めており半数を超えている．  

限定許可の対象品目について，「その他」を除く，

回答が多いのは，特定家電品のみ，食品残渣のみで

ある．なお，「その他」には，多くの組み合わせが含

まれる．これらのこと，特定な品目のみを限定して

いる市は少なく，多くの市は，2 つ以上の品目の組

み合わせで限定許可を出していることがわかる．ま

た，「引っ越しごみに伴う一時多量排出ごみのみ」，

「遺品整理などに伴う一時多量排出ごみ」のみ，「引

っ越しごみに伴う一時多量排出ごみ＋遺品整理など

に伴う一時多量排出ごみ」と選択した市がそんなに

多くないとわかる． 

  限定許可の選定理由として，「再資源化推進」，「市

の収集が困難」などが挙げられている．これらのこ

とから，今後，引っ越しごみや遺品整理などのこと

があり，市民のニーズに応じ，限定許可が必要とな

っているのではないかと考えられる． 

(2) ごみ清掃工場への搬入する際の問題を防ぐため

に，今後の改善策の提案(目的 2) 

 対策例の有効性（解決できかつ実施できる）をみ

ると，割合が 50％以上であるのが「市のホームペー

ジやごみの分別の手引きを発行し広報している」，

「定期的にごみの展開検査の実施」，「搬入者の身分

証明書の提示」，「受け入れ許可品目の明確化及び規

制の強化」である．これらの対策が，今後ごみ清掃

工場への搬入をする際の問題を防ぐための改善策と

して一番効果があると言える．また，「定期的にごみ

の展開検査の実施」，「市のホームページやごみの分

別の手引きを発行し広報している」の 2 つの対策は，

多くの問題に対応でき，一番有効な対策であると言

える．一方，「排出場所の確認」，「搬入事前手続きの

導入」，「家庭系ごみへの処理手数料の導入」，「ごみ

展開検査機の導入」，「処理手数料の値上げ」，「1 日

あたりの搬入量に制限を設けている」，「指定袋の使

用」というような対策例について，「解決できかつ実

施可能」の割合が 50％以下であり，あまり効果がな

く，有効でないと言える． 

(3)本研究全体を通しての考察 

本研究をするにあたって，ごみ清掃工場への搬入

資格者の自治体判断の実施実態について明らかにす

ることができた．ごみ清掃工場への搬入資格者，ご

み清掃工場へ搬入する前の手続き・確認内容，無許

可収集，限定許可，ごみ清掃工場への搬入に伴う課

題とその対策方法を把握し，その対策例を提示する

まで至った．しかしながら，ごみ清掃工場への搬入

資格者，つまり住民の方の意見や要望を把握するに

は至らなかった．  

(4)今後の課題 

 本研究では，高齢化社会が急速に進む中で，ごみ

清掃工場への搬入資格者の自治体判断の実施実態の

把握とごみ清掃工場への搬入に伴う課題への対策の

実施可能性を追求してきたが，さらなるごみ清掃工

場への搬入に伴う課題の追求と解明が必要になって

くると考えられる． 

ごみ清掃工場への搬入に伴う課題への対策の実施

可能性をみると，「定期的にごみの展開検査の実施」

というような厳しい対策をするほど，問題を防ぐこ

とができる．しかし，それらの対策を実施すると，

利用者側の手間がかかり，利便性を多少影響に与え

る可能性が多い．今後の課題として，利用者側の意

見や要望を汲み取らなければならない． 
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